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2008年1月に中国国家防災センター（NDRCC）災害情報部から来ま

したジャン・ユンシャアと申します。NDRCCでは主に災害情報の収

集、分析、そして自然災害による被害評価を担当しています。 
中国は、広大な領土、複雑な気

候・地理・地質、そして脆弱な生

態系のために、世界で自然災害の

影響がもっとも深刻な国の一つで

す。中国の都市の70％以上、人口

の50％以上が、気象・地形・地質

などに起因する大規模な災害が頻

発する地域に位置しています。過

去15年では、毎年約3億人が自然

災害の影響を受け、約800万人は

避難を余儀なくされています。また約300万軒の家屋が倒壊し、経済損

失は約2000億元（約280億米ドル）にも上ります。中国にとって自然

災害は、調和のとれた持続的開発を疎外する重大な要因となっている

のです。 
中国政府は災害救援を重視しており、円滑な社会経済開発を保障する

ために尽力してきました。数年に及ぶ取り組みの結果、災害による損

失の増加傾向は一定の水準までに抑えられ、死者数も劇的に減少しま

した。近年、政府は防災システム構築に向けての活動を一層強化して

います。 
まず、組織と法制度が拡充されました。2005年1月、中国国際防災委

員会が中国国家防災委員会（NCDR）に改称され、また専門家委員会

が設立されました。地方自治体にも防災委員会、調整機関、実施機構

が設立されました。防災管理、専門家のコンサルティング、意思決定

支援、総合調整機構がより一層整備されています。地震、火災、洪

水、砂嵐の予防、管理および気象予報に関して、30以上の法規が公布

されています。 
第2に、災害軽減が国家開発計画に盛り込まれています。政府は、

国・地方の社会経済開発計画課題として災害リスクの軽減を最優先事

項と位置づけています。国の緊急対応システムが徐々に構築され、拡

充されています。第11次国家防災5ヵ年計画が制定されています。 
第3に、災害監視・警戒システムが整備されつつあります。災害情報

管理を拡充するため、24時間体制の災害監視・分析体制が構築されて

います。同時に、部局間のコミュニケーションおよび協議が効率化さ

れ、国民への早期警戒情報の公表が促進されています。こうした情報
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 ADRCの横堀肇参与が2008年2月29日付けで退職されました。今後のご活躍をお祈りいたし

ます。 
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収集・交換は、政府部局による国民のリスク予防に関す

る意思決定の基礎となるものです。 
 第4に、危機管理システムがさらに強化されていま

す。国務院は国家総合非常事態計画を策定しました。民

生部は災害救援対応計画、突発性災害対応手順、災害救

援対応政策を策定しました。国の緊急災害計画システム

は基本的に構築されており、近年では災害救援活動にお

いて地方自治体は適時、適切な緊急計画を実行していま

す。また、災害救援物資備蓄システムとして国レベルの

災害救援物資の備蓄倉庫が瀋陽、天津、武漢、南寧、成

都、西安などの10都市に設置されています。また災害が発生しやすい地方都市においても備

蓄倉庫が配置されています。災害緊急援助基金といった面においても、国・地方自治体は災害

救援の取り組みを強化してきました。大規模災害の発生後3日以内には、中央政府から災害援

助資金・物資が被災地に提供することになっています。 
日本が災害管理において理論的、実践的に進んでいることはよく知られています。1995年

に発生した阪神・淡路大震災は甚大な損失をもたらしました。絶え間ない尽力によって被災地

は短期間で復興しており、それは日本政府、国民の努力の賜物です。私は客員研究員プログラ

ムに参加するのは中国人としては二人目です。アジア防災センター（ADRC）でのこの素晴ら

しい機会を利用して、私はこの6ヶ月間で被害評価および脆弱性評価に取り組みたいと考えて

います。ADRCでの調査、研究が私の将来の研究に寄与し、さらには中国の災害管理の経験が

他のアジア諸国に貢献できることを望んでいます。 

(続き） 


